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1. はじめに 

 

本研究では，道路や鉄道に近接して設置が可能で，

かつ通行空間の安全性を確保できる落石防護柵の開

発を目的に，2 種類のプロトタイプ防護柵を製作し，
その緩衝性能を検証するために実物大衝撃荷重載荷

実験を実施した．  
 
2. 落石防護柵の技術的要件 
 
新しい防護柵の開発にあたり，要求される技術的

要件として，以下の項目を設定した． 
1) 道路や鉄道に近接して設置可能な落石防護柵と
し，対象とする最大運動エネルギーに対して柵の

最大変形量が 2 m 以下であること． 
2) 用地範囲が限られるケースを想定して，可能な限
り防護柵の設置面積が小さいこと．すなわち，支

柱を支える補強ロープ等を必要としない構造で

あること． 
3) 最大運動エネルギーに対する落石防護柵の性能
を実物大衝撃荷重載荷実験により検証し，実験仕

様が落石対策便覧1)に記載の規定される内容に適

合すること． 
 

3. 実験概要 
 
3.1 試験体概要 

表-1 には，実験ケースを示している．試験体名の
第 1 項は支柱の仕様を表し，第 2 項は間隔保持材
の本数を表している． 
図-1 には，本実験で使用した C-5 試験体および  

H-7 試験体の形状寸法を示している．また，図-2 に

は，各試験体の支柱天端における上弦材との接合方

法を示している．各試験体の形状寸法は柵高 4.0 m，
延長 5.0 m × 3 スパン = 15 m である． 

C-5 試験体は支柱にコンクリート充填鋼管柱を使
用しており，各支柱頭部には，上弦材を設置した構

造である．支柱頭部に設置した専用のキャップと上

弦材端部の専用部材を 2 本のボルトによって接続
しており，上下左右に回転が可能な構造 (図-2 (a) 参
照) となっている．一方， H-7 試験体は，鋼管支柱
内に H 形鋼を配置した支柱を使用し，上弦材は支
柱を貫通させた専用プレートと 2 本のボルトを用
いて接続することで回転を拘束した剛接合に近い構

造 (図-2 (b) 参照)である． 
 (1) C-5 試験体 

 表-2 には，C-5 試験体を構成する部材の一覧を示
している．C-5 試験体は鋼管内にコンクリートを充
填させた支柱，支柱間を連結し，柵延長方向の変形

を抑制する上弦材，写真-1 に示す重錘捕捉用のワイ
ヤロープと高強度ひし形金網，重錘のワイヤロープ

間のすり抜けを防止する間隔保持材および重錘捕捉

時に衝撃力を吸収する衝撃緩和装置の U ブレーキ 
(写真-2) から構成される．ワイヤロープは上から 
300 mm 間隔で 13 本，最下端のみ 200 mm で 1 本
の計 14 本を水平に配置している． 
本試験体に使用した U ブレーキは，鋼板の曲げ

変形を利用したエネルギー吸収装置であり，ワイヤ

ロープ張力作用時に鋼板がガイドをすべりながら変

形することでワイヤロープ張力の緩和とエネルギー

吸収を目的とする部材である．図-3 には，U ブレー
キの静的引張試験結果を示している．縦軸に荷重，

横軸に作動量を表している．荷重はほぼ線形的に増

加し，約 75 kN で鋼板のすべりが発生するとともに，



荷重がほぼ一定値を示す特性を有する．間隔保持材

は施工性を考慮し，上下 2 枚に分割した鋼板を間隔
保持材と No.9 のロープを連結している U ボルト
を用いて併せて接続した．なお，支柱基部はコンク

リート基礎に埋め込まれた杭式構造となっており，

控えのロープを必要としない構造となっている． 
(2) H-7 試験体 

表-3 には，H-7 試験体を構成する部材の一覧を示
している．H-7 試験体は，後述するように C-5 試験
体の実物大実験において，重錘が防護柵を貫通した

ことより，支柱，上弦材，間隔保持材の仕様を変更

した試験体である．具体的には，支柱をコンクリー

ト充填鋼管柱から鋼管に H 形鋼を内挿させた支柱
に変更した．上弦材は支柱頭部に貫通させた鋼板と

ボルト接合することにより，支柱との一体化を図っ

た．また，間隔保持材は，重錘貫通時において接合

部の U ボルトが破断したことより，2 枚を接合す
る仕様から 1 枚ものの間隔保持材に変更するとと
もに，その本数を 5 本から 7 本に増設した．  

 
3.2 実験方法 

 実験は，スイスの DTC (Dynamic Test Center)2) に
て実施した．重錘の運動エネルギーを 500 kJ 以上と

なるように衝突速度を設定し，水平滑走式の重錘射

出装置 (写真-3) を防護柵の直前で停止させ，慣性力
により重錘を射出させて実施した．なお，重錘は 
EOTA 規格 3) に準拠したコンクリート多面体 (外寸 
960 mm，質量 1,499 kg) を用いた．重錘衝突位置は
実験装置の性能により実際には基部より高さ 2.25 
m に衝突させた． 
 
3.3 測定項目 

本実験における測定項目は，重錘加速度，ワイヤ

ロープ張力，重錘貫入量 (柵変形量)である．重錘加
速度の測定は，重錘に内蔵されたセンサを用いて行

った．ワイヤロープ張力はワイヤロープ端部に接続

したロードセル (ロープ番号 No. 1，3，5，7，9，11，
13 に接続) により計測した．また，重錘貫入量は高
速度カメラにて撮影した写真から画像解析により計

測している．実験時の応答波形は，広帯域用データ

ロガーを用いて一括収録した． 
 

4．実験結果および孝察 
 
4.1 各種応答波形 

 (1) 重錘加速度 

 図-4 には，C-5 および H-7 試験体に関する重錘

表-1 試験体ケース一覧 
試験体名 入力エネルギー 

(kJ) 
間隔保持材 
本数 (本) 支柱タイプ 上弦材の 

接続方法 
実験 
結果 

C-5 449.9 5 コンクリート充填鋼管柱 回転を許容 貫通 
H-7 514.4 7 H 形鋼内挿型支柱 回転を拘束 捕捉 

 

 
(a) C-5 試験体   

 
(b) H-7 試験体 

図-1 試験体概要図 



加速度の時刻歴応答波形を示している．なお，重錘

が防護柵に衝突した時刻を零としている．図より，

重錘加速度の立ち上がりに関しては，C-5 および H-
7 試験体でほぼ同様な応答性状を示していることが

分かる．一方，45 ms 以降では，両者の応答波形が
大きく異なっている．すなわち，C-5 試験体の場合
には，加速度が減少しているのに対し，H-7 試験体
は未だ増加している．これは，C-5 試験体の場合に

表-2 C-5 試験体使用部材一覧 
項目 部材 仕様 材質 

支柱 
鋼管 φ273-t12.7 SS400 
充填コンクリート ― 高流動コンクリート 
PC 鋼棒 φ23 SBPR 1,080/1,230 

ワイヤロープ ワイヤロープ 
ロープ径：φ18 
構成：6×36WS+IWRC 
破断荷重：204 kN 

硬鋼線 

金網 高強度金網 
素線径：4.0 mm 
目合い寸法：83 mm×138 mm   
公称素線引張強度：1,770 N/mm2 

硬鋼線 

上弦材 鋼管 φ139.8-t9.53 SGP 
衝撃緩和装置 U ブレーキ 初期作動荷重：75 kN (静的) 鋼板：X5CrNi18-10 

間隔保持材 
鋼材 上部：PL-1,900×65×9 

下部：PL-2,100×65×9 SS400 

U ボルト M14-50 SS400 
 

表-3 H-7 試験体使用部材一覧 
項目 部材 仕様 材質 

支柱 
鋼管 φ273-t12.5 S355 
H 形鋼 HEM160 (H-166×180×14×23) S355 

ワイヤロープ ワイヤロープ 
ロープ径：φ18 
構成：6×36WS+IWRC 
破断荷重：204 kN 

硬鋼線 

金網 高強度金網 
素線径：4.0 mm 
目合い寸法：83 mm×138 mm   
公称素線引張強度：1,770 N/mm2 

硬鋼線 

上弦材 鋼管 φ141.3-t9.53 S355 J0+AR 
衝撃緩和装置 U ブレーキ 初期作動荷重：75 kN (静的) 鋼板：X5CrNi18-10 

間隔保持材 
鋼材 PL-3,900×60×12 S355 J0+AR 
U ボルト M14-35 Steel 6.8 

 

     
    端末支柱             中間支柱      写真-1 ネットおよびワイヤロープ 
            (a) C-5 試験体 

     
    端末支柱             中間支柱         写真-2 U ブレーキ 
            (b) H-7 試験体 
      図-2 各支柱天端における上弦材の接合方法 



は，重錘が防護柵を貫通したのに対して，H-7 試験
体の場合には，重錘を捕捉したことに起因している

ものと推察される．なお，H-7 試験体に作用した最
大衝撃力は最大重錘加速度と重錘質量の積として評

価すると 626 kN 程度であったものと推察される． 

 (2) 重錘貫入量 

 図-5 には，重錘の水平方向貫入量について，両者
の結果を比較して示している．前述の重錘衝撃力の

場合と同様に，重錘貫入量の立ち上がりに関しては，

両者で同様の波形性状を示していることが分かる．

図-3 U ブレーキの静的引張試験結果 

      

図-4 重錘加速度の時刻歴応答波形        図-5 重錘貫入量の時刻歴応答波形 

 

図-6 重錘衝突位置近傍のワイヤロープ張力に関する時刻歴応答波形 

 

 
写真-3 実験装置 



しかしながら，H-7 試験体の場合には，その後重錘
貫入量の増加率が徐々に減少し，約 110 ms 経過後
に最大値 (1,612 mm) を示し，リバウンド状態に移
行している．一方，C-5 試験体の場合には，重錘が
防護柵を貫通したことにより，貫入量の増加率はほ

ぼ一定のまま増加していることが分かる． 
 なお，H-7 試験体の最大重錘貫入量は 1,612 mm 
となり，道路空間の安全性評価などで重要となる柵

の変形量は，支柱外縁からの水平変位で評価するこ

とを考慮すると，次式より 
 

柵変形量 ＝ 重錘貫入量 － 鋼管直径 
＝ 1,612 (mm)  － 273 (mm) 
＝ 1,339 (mm) 

 
となるため，本研究で設定した技術要件を満足して

いることが分かる． 
(3) ロープ張力 

 図—6 には重錘衝突位置近傍のワイヤロープ張力
に関する時刻歴応答波形を示している．ここでは，

重錘衝突位置である No. 9 を中心とした 5 本のワ

イヤロープ張力を示している． 
 図より，重錘衝突位置に最も近い No. 9 に着目す
ると，衝突後 50 ms 程度までは，両試験体でほぼ同
様な傾向を示している．しかしながら，50 ms 以降
では，その性状に若干の差異が確認されるとともに，

C-5 試験体では 110 ms 経過時に張力がゼロまで急
激に減少している．これは，重錘衝突によってワイ

ヤロープが破断したことによるものと考えられる． 
 また，衝突位置近傍のワイヤロープ張力 (No. 7, 
11) を見ると，C-5 試験体の場合にはいずれも急激
に張力が低下する現象が確認されていることから，

重錘が防護柵を貫通した現象と対応している．なお，

H-7 試験体の場合には，ロープ張力が急激に低下す
る現象は見られない． 
さらに，衝突位置から離れた No．13 および No．

5 に着目すると，H-7 試験体の場合には，ロープ張
力が励起されているものの，C-5 試験体の場合には
張力がほぼ零となっている．これは，H-7 試験体と
比較して，C-5 試験体の場合には，重錘衝突時に間
隔保持材が破断したことにより，重錘衝突位置近傍

に変形が集中していることを意味している．  

 
側方視点 

 

 
上方視点 

 
写真-4 C-5 試験体の変形状況 

 

 
側方視点 

 

 
上方視点 

 
写真-5 H-7 試験体の変形状況 



 
4.2 重錘衝突時における動的挙動 

 写真-4 および写真-5 には，重錘衝突時の防護柵
の変形状況を時系列的に示している．また，写真-6 
には C-5 試験体における重錘の貫通状況を示して
いる．C-5 試験体の場合には，写真からは判読しが
たいが重錘衝突後 40 ms 程度で上弦材の接続部が

破壊したことを確認している．その後，50 ms 程度
で間隔保持材の U ボルトが破断したことで，ひし
形金網に衝撃荷重が作用し，70 ms 程度で金網が破
網するとともに，ワイヤロープ (No.9) の素線も破
断し始めている．110 ms 程度でワイヤロープは完全
に破断し，重錘が防護柵を貫通している．なお，重

錘の貫通については，間隔保持材を接続していた U 
ボルトが破断したことによりワイヤロープが上下に

押し広げられたことで，荷重が局所的に作用したこ

とによるものと推察される (写真-6 参照) ． 
一方，H-7 試験体においては，重錘が衝突時にワ

イヤロープと金網が変形し，その後，支柱，上弦材

へと力が伝達されることにより柵全体で重錘を捕捉

する挙動を示している．また，端末支柱の動的挙動

においても C-5 試験体と比較して変形が大きいこ
とより，衝撃荷重を各部材が効率よく機能し，防護

柵全体で受け止めていることが分かる．  
表-4 には実験終了後における U ブレーキ作動量

および図-3 に示す静的引張試験結果を用いて算出
したエネルギー吸収量を示している．C-5 試験体は
重錘が直接衝突したワイヤロープ (No.9) において，
最大作動量 530 mm を示している．また，作動した 
U ブレーキは No.7 ～ No.10 のワイヤロープに限
定されており，重錘衝突位置近傍のみが局所的に変

形をしたものと推察される．一方，H-7 試験体の場
合には，C-5 試験体と同様に No. 9 のワイヤロープ

において最大作動量 385 mm を示している．C-5 試
験体と比較すると小さな値を示しているが，作動し

た U ブレーキは No.6 ～ 11 のワイヤロープとな
り，C-5 試験体と比較して広範囲であることが分か
る． 
これより，C-5 試験体は局所的に荷重が作用して

いるのに対し，H-7 試験体の場合には，C-5 試験体
よりも広範囲で変形が生じることで，効率よく衝撃

荷重が分散されていることが確認された．したがっ

て，重錘の捕捉 (貫通) 性能は，防護柵を構成する
個々の部材が大きく影響し，特に本実験においては，

間隔保持材の機能が防護柵の捕捉 (貫通) 性能を支
配する要因であるものと推察される． 

 
5. まとめ 

 

 本実験では，道路や鉄道等重要施設に近接して設

置が可能で，かつ通行空間の安全性を確保できる落

石防護柵の開発を目的に，落石対策便覧に基づく要

件を考慮した種々の実験を通して，新しい落石防護

柵を開発した．本研究で得られた知見をまとめると

以下の通りである． 
1) 開発した落石防護柵は，落石対策便覧3)に基づき

設定した実験の要件を満足し，500 kJ 相当の落
石を捕捉することが可能であり，落石捕捉時の

柵変形量は約 1.34 m である．そのため，道路や
鉄道等に近接して設置した場合でも実物大実験

で確認された離隔を確保することで，落石衝突

による最大変形時でも，通行の安全性が確保で

きる． 
2) 間隔保持材が破壊することで柵の性能は急激に

低下する．そのため，間隔保持材を使用する落石

防護柵は，間隔保持材の部材選定には留意する

必要がある． 
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写真-6 重錘の貫通状況 (C-5 試験体) 
 

 

 

表-4 U ブレーキ作動量および吸収エネルギー量 

U ブレーキ 
番号 

作動量 
(mm)  

エネルギー吸収量 
(kJ) 

C-5 H-7 C-5 H-7 
No.1～5 0 0 0 0 

No.6 0 35 0 2.0 
No.7 130 180 7.9 11.6 
No.8 430 280 30.4 20.6 
No.9 530 385 37.9 27.0 

No.10 130 275 7.9 18.8 
No.11 0 115 0 6.8 

No.12～14 0 0 0 0 
合計 1,220 1,270 84.1 86.8 

 


